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はじめに
トヨタは 1949 年に実施されたドッジ・ライ
ンの影響を受け, 経営危機に直面した｡ 1949
年 11 月には営業収支 3,465 万 5,000 円の赤字
を計上し, 翌 12 月には 1 億 9,876 万 1,000 円
に急増し, 経営の大危機を迎えるまでとなった
が, 日本銀行名古屋支店長高梨壮夫氏によって
24 行の銀行による融資斡旋が行われ, トヨタ
は最悪の事態を免れることができた｡
しかしながら 1950 年に入ってもトヨタの経
営は好転せず, トヨタは 1950 年 4 月 22 日の労
働組合との団体交渉において 1,600 人の解雇を
含む会社再建案を発表した｡
労働組合 (以下 ｢組合｣ とする) は, トヨタ
において人員整理が避けられないと判断し,
1950 年 4 月 7 日にトヨタに対して争議行為通
知書を提出し闘争体制に入っていたが, トヨタ
では会社の再建をめぐって 6 月 10 日まで労使
の激しい対立が続いた｡ これがトヨタにおける
大争議であるが, この争議は ｢危機乗り切りの
ための経営方針のあり方はこの争議の最も重要
な争点｣1 と指摘されるように, 会社再建案を
めぐっての対立であった｡
トヨタの社史をみると, この争議におけるト
ヨタの会社再建案は詳しく示されているが, 組
合の会社再建案は, ほとんど内容が明らかにさ
れていない｡ 『トヨタ 20 年史』 (1958 年) が組
合の会社再建案の ｢あらまし｣ を明らかにして
いるが, 社史ではこれが一番詳しい｡ しかし,
組合の会社再建案の詳細は不明である｡
また, 組合の 『組合史』 をみても, 内容につ
いては全く触れられていない｡
ところで筆者は, この組合が作成した会社再
建案である 『八千組合員の一年に亘る努力の結
晶であるトヨタ自動車再建案 (会社の二千余名
首切再建案に対抗し)』2 (以下 『組合再建案』
とする) を手にすることができた｡ これをみる
と, 組合の会社再建案を詳細にみることができ
るが, それだけにとどまらず, これには組合が
1949 年 7 月から取り組んだ ｢危機突破運動｣
の内容も記載されており, 組合からの経営危機
を打開するための方策も明らかにされている｡
『組合史』 には, この危機突破運動の内容も
全く記載されておらず, 組合がそこで何に取り
組んだかは不明である｡
ここでは, 『組合再建案』 をもとにして, 組
合が取り組んだ危機突破運動と組合の会社再建
案を明らかにし, 経営危機の中での組合がトヨ
タに提起した政策をみることにしたい3｡
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Ⅰ. 経営危機とトヨタの会社再建案
1. 1949 年 12 月の経営危機
1949 年実施されたドッジ・ラインは当時,
猛威をふるっていたインフレを収束させたが,
そのために採用されたデフレ政策によって企業
業績は急速に悪化し, 日本経済は安定恐慌を迎
えることになった｡ 特にドッジ・ラインの実施
で大きな影響を受けたのは機械工業と言われ,
自動車産業もその例外ではなかった｡ 自動車産
業への影響について, トヨタは次のように述べ
ている｡
｢販売代金の回収遅延, 復金の機能停止は,
企業の資金繰りをいよいよ困難にし, 政府事業
の縮小は自動車の需要をますます減退せしめ,
他方, 補給金削減の結果, その年には, 鋼材が
平均 35％も値上がりして企業採算をいっそう
困難なものにした｣4｡
そして 1949 年 10 月にいすゞ自動車が 1,271
人の人員整理を発表し, 続いて日産自動車が
1,826 人の解雇通告を出して, 企業の整理・合
理化を図ったのであった｡
当然, この安定恐慌はトヨタにも深刻な影響
を与え, 着実にトヨタの財政状況を厳しくして
いったのであった｡
トヨタにおける自動車生産台数をみると,
1947 年では月産平均 327 台・作業員一人当た
り 0.06 台, 1948 年同 559 台・0.11 台, そして
1949 年では同 902 台・0.16 台となり, この年
の 12 月には月産 1,050 台・0.19 台というよう
に生産力を向上させている5｡
しかしながら当時のトヨタにおける資金繰り
の状況をみると, 表 1のとおり, 営業収支は赤
字である｡ 特に, 1949 年 10 月に GHQ (連合
国最高司令官総司令部) は乗用車生産に対する
制限を全て解除したが6, トヨタの経営はこの
時期から急速に悪化していった｡ 自動車の生産
は伸びたが, トヨタの財政状況は悪化していっ
たのである｡ このことはできる限り車を生産す
るだけであり, 完成された車は販売店に送られ,
販売店には在庫がしだいに増えていったにすぎ
なかったのであった｡
そしてついにトヨタは, 1949 年 12 月に約 2
億円の現金がなければ倒産するという ｢トヨタ
存亡の危機｣ を迎えることになったのである｡
当時の状況を牧野明光氏 (1946 年 4 月から
1953 年 5 月まで, トヨタ自動車株式会社総務
部秘書課人事係に配属) は, 次のように述べて
いる｡
｢(前略) 昭和 24 年 4 月から実施された, 破
局的インフレ収束のためのドッジ・ラインの緊
縮政策による金詰まりは, 年の後半に入って会
社を創業以来の経営危機に陥れた｡ 徹底した経
営合理化・販売体制の強化など懸命の再建案実
施で, 辛うじて最初の危機を乗り越えたが, 必
死の努力もむなしく事態はまったく好転しなかっ
た｡ 9 月末には再び極度の金詰まりに陥り, わ
ずか 100 万円の資金調達さえ困難になり, 会社
の台所は火の車になった｡ 昭和 24 年 6 月から
賃金の遅欠配は慢性化し, 12 月には 1 ヶ月に
及んだ｡ (中略) 11 月の営業収支約 3500 万円
弱の赤字が, 12 月には約 2 億円に急増した｡
会社の台所は 12 月末に 2億円の現金がないと,
年も越せない倒産寸前の危機状態に陥った｣7
(漢数字をアラビア数字に変えた｡ 以下, 同じ
とする)｡
また, トヨタが経営危機を迎えた理由として,
トヨタ自動車販売株式会社の初代社長となった
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表 1 1949 年 12 月までの資金繰り状況
(単位：千円)
項 目 1949 年 4 月～6月 1949 年 7 月～9月 1949 年 10 月 1949 年 11 月 1949 年 12 月
前月繰越 7,208 6,408 22,143 3,201 37,783
営業収支差引 △48,035 △155,988 24,222 △34,655 △198,761
営業外収支差引 47,235 171,723 △43,164 6,,237 180,189
翌月繰越 6,408 22,143 3,201 37,783 19,211
(出所) トヨタ自動車株式会社会社史編集委員会編 『トヨタ自動車 30年史』, 1968 年, 292 ページから作成した｡
神谷正太郎氏は, 次のように述べている｡
｢トヨタの経営は困難を極めていた｡ その原
因の一つは, 当時は今日と違い, 戦時統制の後
を受け, 会社経営においても, 生産に重点が置
かれ, 生産と販売との調整が行われていなかっ
たということにあった｡ だから, 当時, 無理を
して自動車はつくったけれども, 販売店がこれ
を全部引き取ることができなった｡ しかたがな
いから, つくった自動車を販売店へ無理やり積
み出した｡ これは, 工場の敷地にストックを置
く代わりに, 販売店の店頭へ置いただけのこと
である｡ だから, 販売店でも, 自分のところで
持ちきれず, 長期の手形で売り渡した｡ その結
果, 当時は, まだ月賦制度が十分整っていなかっ
たころであるので, これら手形の回収が困難と
なり, 2 億 5000 万円の売掛となった｣8｡
ところで, 組合は 1949 年 7 月の臨時総会に
おいて雇用を守るために ｢危機突破対策｣ を立
て, 8 月からは準闘争体制に入って危機突破運
動に取り組んでいた｡
そして, 1949 年 12 月の経営危機に直面した
中で, トヨタと組合は 1949 年 12 月 24 日9に,
トヨタの ｢企業合理化委員会｣10 が立案した表
2の合理化具体案と ｢会社は, 危機克服の手段
として人員整理は絶対に行なわない｣11, ｢本年
11 月以降従業員の平均賃金ベースを 1 割引き
下げる｣12, ｢今後の賃金支払いについては, 会
社は必ず所定日に支払う｣13 という内容を主た
る柱とした ｢覚書｣ を締結した｡ この ｢覚書｣
にある合理化目標について, トヨタは次のよう
に説明している｡
｢この覚書にもられた合理化目標は, 昭和 24
年 10 月から 25 年 3 月までの月平均生産台数を
大型トラック 508 台, 小型トラック 450 台, 小
型乗用車 44 台, その他で 2800 万円を基礎とし
た場合の月平均赤字 2700 万円を, 覚書第 1 項
のような方法で合計 2225 万円削減し, 残りは
賃下げ 10％, 都市手当半減により埋めようと
するものであった｣14｡
なお, このような危機的状況を迎えたトヨタ
を救済したのが, 日本銀行名古屋支店長高梨壮
夫氏であった｡ 高橋氏は, 当時の帝国銀行と東
海銀行の 2 行を幹事とする 24 行による融資斡
旋懇談会を結成し, 各銀行に協調融資が呼びか
けたのであった｡
そして, 結局, トヨタは年末決済資金として
1 億 8,820 万円の融資を受けることができ, 経
営危機から免れることができたのであった｡
2. トヨタの会社再建案
1949 年 12 月末に実行されたトヨタへの協調
融資には, 年明け早々にトヨタの再建案を検討
するという条件がついており, 1950 年 1 月,
日本銀行名古屋支店が中心となり, トヨタの再
建案を検討した｡ その結果, トヨタに対して表
3のような基本的骨子の案が提示されたのであっ
た｡
つまり, トヨタに示された会社再建案は, ト
ヨタ再建に必要な資金を融資するが, 販売会社
を設立して, 売れる台数だけ製造し過剰人員は
整理する, というものであった｡ 後者の自動車
車の製造については, BM型トラックに換算し
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表 2 1949 年 12 月 24 日の ｢覚書｣ に第 1項にある合理化対策案
合理化対策 節減目標 総括担当部署
材料費節減 4.80％ 12,307,079 円 業務部
材加不節減 15.10％ 1,669,446 円 工務部
工具費節減 16％ 1,478,977 円 生産技術部
器具備品節減 3％ 117,112 円 総務部
経費節減 10％ 3,800,547 円 経理部
民生部門 2,930,000 円 民生部
(出所) トヨタ自動車株式会社会社史編集委員会編 『トヨタ自動
車 30 年史』, 1968 年, 294 ページにある ｢覚書｣ より作
成した｡
て月間 900台とし, そこから生産体制を見直し,
過剰人員を整理することであるが, これは前年
12 月 23 日の ｢覚書｣ に反することをトヨタは
迫られることになったのであった｡
販売部門の独立はトヨタの生産・販売資金の
分離と資金調達の方法を改善するためのもので
あった｡ そして, 1950 年 4 月 2 日, トヨタ自
動車販売株式会社の創立総会が開催され, 翌 4
月 3日に設立登記を完了し, 資本金 8,000 万円,
神谷正太郎氏を取締役社長とするトヨタ自動車
販売株式会社が設立されたのである15｡
トヨタは 1950 年 3 月に販売店支部長会議を
開催し, 販売店に新車販売の促進と売掛金の回
収促進に向けての対策の実施などを行なった｡
しかしながら, 1950 年 3 月末には運転資金と
して 4億 6,300 万円の借り入れを行なっても借
入金の返済, 資材購入代金の支払いも十分では
なく, 労働者に対しても賃金を完全に支払うこ
とができなくなった16｡
こうした中で, 3 月末にはトヨタから分離独
立した日本電装 (現 ｢デンソー｣) が 1,445 人
中の 472 人の人員整理案を発表し, 組合はスト
ライキに入った｡ トヨタの組合は, トヨタにお
いても人員整理は避けられないと判断し, 1945
年 4 月 7 日, 組合はトヨタに対して ｢争議行為
通知書｣ を提出し争議行動に入った｡
そして, これまで続けられてきた経営協議
会17は打ち切られ, 4 月 11 日から団体交渉が開
始された｡ その後, 4 月 13 日, 15 日, 18 日と
団体交渉は行なわれ, さらに 4 月 20 日から 3
日間にわたり団体交渉を連日行なわれた｡
この間, 会社再建案については 4 月 18 日の
団体交渉において, トヨタは組合からの人員整
理の追求に対し ｢会社再建案の一部として人員
整理を含めた案を研究中であるが, 人員整理を
おこなうか否かについては決めたわけではない
と回答｣18 していた｡
しかしながら, 4 月 22 日の第 8 回団体交渉
の席で, トヨタは表 4 のような希望退職者
1,600 名19を募る ｢会社再建案｣ を組合に提示
したのであった｡
このトヨタの会社再建案は, 組合によると表
4のような判断から ｢合理化の余地はないから
という理由｣20 で立てられたという｡
なお, 表 4には記されてないが他に ｢通勤手
当の全廃, 家族手当の削減 (平均一人当 200 円
切下げ), 退職手当規定の変更 (今回の人員整
理には適用されない)｣21 があり, さらにトヨタ
は希望退職者に対して退職金手当の他に, 基準
賃金 1ヵ月分の割り増しと, 独身者 3,000 円,
扶養家族がある者に 5,000 円の餞別を出すとし
ている22｡
この会社再建案の提案後, ｢会社側は, この
案に基づいて 24 日から 3 日間団体交渉をおこ
なうことを提案した｡ 予想されたこととはいえ,
組合側は当然これに反発し, ただちに 24 日午
前 8 時から 24 時間スト実施を決定するととも
に, 首切り, 賃下げ反対の臨時組合大会を開催
した｡ 組合側としては団体交渉を継続, 組合側
独自の会社再建案をもって交渉にのぞむ方針を
とった｡
労働組合は 4月 24 日午前 8時から 24 時間ス
トに突入するかたわら, 臨時大会を開き, 5 月
6 日までと期限をかぎったうえで争議決定権を
闘争委員会に一任することを 96 パーセントの
圧倒的多数をもって決定した｡ こうした中で会
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表 3 トヨタ再建案骨子
1. 販売会社を分離独立させること｡
2. トヨタは, 当面販売会社が売れるだけ製造を行なう (当時, BM型トラックに換算して月間 900 台と見積も
られた)｡
3. 過剰人員は整理する｡
4. 企業再建資金の所要額は 4億円
(以下略)
(出所) トヨタ自動車株式会社会社史編集委員会編 『トヨタ自動車 30 年史』, 1968 年, 295 ページから作成した｡
社再建案をめぐる団体交渉が開始された｣ ので
あった23｡
しかし, 会社再建案をめぐる交渉は, はじめ
から困難をきわめた｡ ｢雇用の確保のために生
産台数の増大を主張する組合側と, 生産規模を
縮小し危機を克服しようとする会社側は団体交
渉の席で真向からぶつかることになった｡ 24
日からはじまった団体交渉は 26 日になっても
双方相譲らず, 物別れとなった｣24 のであった｡
Ⅱ. 労働組合の危機突破闘争の概要
組合の会社再建案をみる前に, それ以前に取
り組まれた組合の危機突破闘争をみることにし
たい｡ この危機突破闘争は 『組合史』 には内容
が明らかにされていない｡ また, 組合のこの闘
争をみることによって, 先にみた 1949 年 12 月
23 日の ｢覚書｣ の締結に至る過程をみること
ができる｡
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表 4－1 トヨタの会社再建案
1. 生産台数を月産 BM型 590 台, FL 型 30 台, SB 型 250 台, SDW型 20 台, SA型 50 台および部品 2000 万
円とする｡
2. このため, 赤字は毎月 2820 万円となるから, これを 595 万円の黒字にするためつぎのことを行なう｡
 材料費値下げ 671 万円 (30％)
 経費節減 458 万円 (13％)
 本社在籍人員 7900 人中 1600 人 (20.3％) の希望退職者を募り, また, 残留者については, 給与制度の改
革を行ない, かつ 10％の賃下げを行なうことにより, 人件費を 2285 万円削減する｡
 生活共同組合, 病院, 健康保険組合の分離, 福利厚生部門の独立採算制の実施｡
3. 増資および社債, 代金の回収, 関係会社への貸付金の整理等により資金を確保する｡
4. 販売市場の拡張につとめ, 輸出市場の開拓も行なう｡
5. 芝浦, 浦田両工場は閉鎖する｡ ただし, 完全な独立採算制がとれるようであれば, 設備および材料などの現
物出資をして存続を認める｡
6. 強力な配置転換および職制の刷新を行なう｡
(出所) トヨタ自動車株式会社会社史編集委員会編 『トヨタ自動車 30 年史』, 1968 年, 299 ページにある ｢会社
再建案｣ より作成した｡
表 4－2 再建案予想損益計画
(単位：円)
収 入 支 出 損 益
車両 (940 台) 305,846,000.00 材料費総額 217,099,875.62 損益 6,211,448.86
部品 20,000,000.00 人件費 58,736,373.27 雑損 △1,438,694.79
経費 43,798,302.25 雑益 1,173,837.65
計 325,846,000.00 計 319,634,551.14 差引損益 5,946,591.72
(出所) 表 4－1に同じ｡
表 5 トヨタの判断
1. 需要は低下し生産の方が需要より多くなった, 従って販売店の店頭在庫が多くなった故に生産過剰を防ぐた
め生産を縮小する｡
2. お客の収入減から買戻しが多くなり金が入らなくなった｡ そして会社は金づまりとなった, 借入金もできな
いゆえ株をあげて増資したい, それには経営を充実させる｡
3. 材料電料運賃の値上りから原価が上り赤字となった｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』, 15 ページか
ら作成した｡
1. 組合員の完全雇用と危機突破闘争
ドッジ・ラインは日本経済に打撃的な影響を
与え, すでにみたように, トヨタもその影響を
大きく受けた｡ 組合の 『20 年の歩み』 では,
｢不況はますます深刻になってきた｡ したがっ
てじっとしていられない｣ として, 組合に押し
かけてきた家庭の女性や, 社宅で組合役員から
説明を受けている女性たちの写真が掲載されて
いる｡
また 『20 年の歩み』 にある, ｢新春風景 (マ
ンガ)｣ では, マンガの説明として ｢このごろ
は, 賃金を一ヵ月のうち 45％支給されないの
で｣ として, マンガを掲載している｡ マンガは,
｢ニュールック？｣ と題して ｢『あれ今年のニュー
ルックの髪でしよう』 『ちがうわよ, 45％しか
もらえないので桃割れが半分なのよ』 『？』
『“遅欠配, 女性にあたえるニュールック”』｣25
というものや, 恋人がそれぞれ 1杯ずつのコー
ヒーを飲めないので, 一杯のコーヒーに 2本の
ストローを入れて二人で飲んでおり, これを
｢ロマンスに非ず｣ と題しているようものであ
る｡ いずれも賃金の遅配を風刺したものである
が, こうした点からも労働者の生活が逼迫して
いることがわかる｡
こうした労働者の逼迫した生活をも背景にし
て, 組合は 1949 年 7 月から危機突破運動を展
開した｡ この危機突破運動について, 組合の
『20 年の歩み』 は, 次のように述べている｡
｢ドッヂライン政策から, 金操りは一層悪化
し, 滞貨の増大, 輸送量の減少から, 新車不要
論が叫ばれ, 企業は資材購入, 販売資金の欠乏,
さらに不良資材, 追込み生産による加不など,
トヨタをとりまく内外情勢もますます深刻になっ
た｡
こうして賃金遅配も月を追ってひどくなり,
毎日のように組合員や家族会のひとびとが組合
に押しかけた｡
労組は 7 月 21 日, 全員総会で危機突破対策
として品質向上と材加不の撲滅, 経営組織の改
善をはかることをきめ, 完全雇用と生活を守る
ために, 組合員 1人 1人が真剣のこの斗争を進
め 『ねばり抜く態勢の確立』 につとめた｣26｡
つまり危機突破闘争は, ｢経済 9 原則による
危機の実相がトヨタ自動車にも具体的にあらわ
れ, このまゝで推移すると一般にみられるよう
な賃金遅欠配から首切りの出る場合も予想せざ
るを得ないことがはっきりして来た｣27 ため,
組合がトヨタを守り組合員の ｢完全雇用を守り
抜く為, この危機の実態を厳正に把握し之を突
破する道を考えねばならぬことを痛感した｣28
ため取り組まれたものであった｡
そして組合は 1949 年 7 月 21 日の臨時総会に
おいて, 表 6の問題の解決に取り組むことを決
めた｡
なお, ここでみる危機突破闘争は, 組合がト
ヨタの中で取り組んだ ｢ねばりぬく体制の確立｣
に限ることにする29｡
2. 危機突破闘争の発足
組合は総会の決定に基づき, 1949 年 7 月 27
日, トヨタに申し入れを行なった｡ それは, ①
｢トヨタを守り抜く事に於いては労資の間に見
解の相違がない筈であるが, 人員整理等労働者
の犠牲による合理化には反対である事｣30, ②し
かしトヨタが労働組合の ｢意図を諾承し合理
化を図られる場合は如何なる協力にも応ずる
事｣31 であった｡
これに対してトヨタは, 7 月 31 日に回答書
を寄せ, その中で組合の意図する点に対して同
意を表明し, さらにトヨタは十分な準備をもっ
てそれぞれの対策を講じて難局を突破する自信
をもっていること, また, 万が一非常手段を講
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表 6 臨時総会での決定
1. ねばりぬく体制の確立
 小型車の生産増強
 品質向上と材料不良加工不良の撲滅
 月末追込生産の廃止
 経営組織運営の改善
2. 吉田内閣の打倒
3. 自主貿易の促進
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員
の一年に亘る努力の結晶であるトヨ
タ自動車再建案』, 2 ページから作
成した｡
じざるを得ない事態になった時は, ｢共に苦し
み喜び乏しきを分つの同志的信頼を以て一致団
結危機突破の決意を有する｣32 と回答したので
あった｡
さらに組合は, トヨタに対して行った申し入
れを部課長層に対しても行なった｡ 8 月 1 日,
挙母工場部長層に対して, 8 月 4 日には販売部
門課長層に対して申し入れを行なった｡ そして,
組合は 8 月 7 日, 部長層より, 8 月 10 日, 販
売部門部長よりトヨタと同じ趣旨の回答を得た
のであった｡
8 月 1 日, 組合は平時体制から準闘争体制に
きりかえ, 組合活動の主力を危機突破の課題に
集中できる体制を整えた33｡
そして 8 月 2 日, ｢指令第 1 号｣ を出し, す
でに遅配となっている 7月分賃金の問題につい
て, この原因と打開策を各職場において討議し,
その結論をもって各部長, 工場長に対して交渉
することを指令した｡
さらに 8 月 4 日, ｢第 2 号指令｣ において,
今後の賃金遅配を防ぎねばり抜く体制を確立す
るために, ｢小型車 350 台生産 9 月度に於て
達成｣・｢月末追込生産十月度完全廃止｣・｢
右の目標達成に於て経営運営の改善を図る｣34
という 3つの目標に対して, 各職場は 8月前半
において職場内の問題点を究明し解決策を立て
ること, また問題が他職場に及ぶものは本部に
持ち込むことを指令した｡
また各職場では, それぞれの問題点を明らか
にして解決のために工場長との交渉を行った｡
組合は, 8 月 23 日に ｢指令第 3 号｣ を出し,
各職場は指令第 2号により出てきた結論を直ち
に実行するよう指令した｡
3. 危機突破運動の進展
各職場は, 指令第 3号に基づきそれぞれの職
場内で解決できる問題は直ちに実行に移し, 同
時に他の職場にも関連する問題については組合
の本部に持ち込んできた｡ 本部これらを集約し
関連職場の代表者を集めてブロック会議を開催
し, 対策を打ち立てていった｡ 組合が立てた対
策の全体を示すと表 7のとおりである｡
以下では, 『組合再建案』 にそって, 組合が
打ち立てた対策の内容についてみていくことに
する｡
 材料不良, 加工不良節減対策 (材加不対策)
組合は, 材加不対策は過去の合理化において
も取り上げられたが, この問題の実体が的確に
把握されてこなかったため, 根本的な対策がと
られてこなかったと判断した｡
そこで組合は, この問題の根本的な対策をと
るために 8月 26 日と 9月 13 日に作業管理関係
者とのブロック会議を開催し成案を図った｡
そして, 11 月 20 日以降, 組合とトヨタの
｢危機突破交渉 (企業合理化委員会)｣35 に材加
不節減分科会を設け表 8の対策を実施した｡
また組合は, ｢材加不節減対策の実施過程に
於ける情況をその都度各機関に流し運動として
の節減の推進｣36 も図った｡
1950 年のトヨタ危機に対する労働組合の再建案
中京経営研究 第19巻 第1号 65
表 7 組合の打ち立てた対策
1. 材料不良, 加工不良節減対策 (材加不対策)
2. 規格材対策
3. 協力工場対策
4. 工具節減対策
5. 予算統制対策
6. 民生福利部門節減対策
7. 販売対策
8. 設計変更対策
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一
年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車
再建案』, 3 ページから 11 ページにある
対策項目から作成した｡
表 8 材加不節減分科会での対策
1. 材加不調査組織
 調査担当部署の設定
 調査方法及報告方法の具体的
2. 改善対策
 改善対策部署の設定及手続きの規定化
 改善対策実施機関の設定
 その他
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の
一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自
動車再建案』, 3 ページから作成した｡
 規格材対策
材料が各加工部品に適合するか否かという問
題は, 加工工程に重大な影響を与える｡ 組合は,
こうした意味で規格材の問題が大きく浮かび上
がってくるとし, 各職場の組合員の ｢材料に対
する材質, 寸法, 規格の適否等についての問題
を規格対策案として採り上げ｣37, この改善を図っ
た｡ その結果, 表 9の点などにおいて著しい成
果を挙げた｡
 協力工場対策
トヨタの完成品に占める外注品の比率は約
50％となっており, この対策は重要である｡
組合は, 常に協力工場とはそこでの組合を通
じて密接な連絡をとってきた｡ しかし, ｢金づ
まりによる中小企業の企業整備の問題とトヨタ
の危機突破の有機性を考え 7月組合の危機突破
体制の確立と同時に協力工場対策を大きくとり
あげ｣38, 協力工場の組合との懇談会の開催など
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表 10 協力工場対策を実行するための組合の行動
8 月 17 日：協力工場労組と懇談会開催｡ 当組合の危機突破対策の趣旨説明と協力要請 (参加労組 21 組合)｡
11 月 3 日：協力工場労組と懇談会開催｡ 8 月 17 日以降の経過, 今後の方針対策等につき討議 (参加労組 15 組合)｡
11 月 14 日：協力工場労組代表者と当組合仲介により会社側担当幹部と懇談会開催｡
11 月 19 日以降：組合会社の危機突破交渉の一環として協力工場対策分科会を設け, 具体的対策につき討議実
施に移す｡
11 月 20 日：組合の主唱により会社及び協力工場経営者と労組の行動懇談会を開催｡
11 月 22 日：評議会に協力工場対策を提案, 承認・可決｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』, 5 ページから
誤植等の表現の誤りを修正し作成した｡
表 11 協力工場対策分科会での対策
1. 発注期間 従来の半年契約を 1, 4 半期毎に発注する｡
2. 発注方法 高品質低価格を基本方針とする｡ このため具体的には
 低価格 同一品質の場合は一定の引下げ率を決め全部品について下請工場と交渉する｡
 優秀企業への集中発注を行う｡
 関係工場の自立推進 来年 3月を目標として自立出来るよう指導する｡
 市況調査 各部品の市場価格他社製品の情況品質等の調査に基づき市況判断を的確に行なっていく｡
 計量性のある納入の調整 適時適量の入手発注製品が完成していてもあくまで当社の標準在庫量を基礎に
して納入を調整しデッドストック及び特急品の発生を防ぐ｡
 前払いの整理目標を 3月におき現在の前払いを調整する｡
 買掛金の処理 現状では買掛を減少していくことは考えられないが買ったものだけは支払っていくように
する｡
3. 右業務の方針を確認し, この上に立って具体的に次のようなことが決定された｡
 20 日午後 1 時より, 業務部長及び組合の共催で協力工場の経営者, 労組代表を招集し協力工場懇談会を
もつ｡
 中小企業融資を促進するため協力工場の方面に対する働きかけを行なう｡ この場合, 会社としては資料の
提供, 証明書の交付等の方法により積極的に援助する｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』, 4 ページと 5
ページから誤植等の表現の誤りを修正し作成した｡
表 9 規格材料策の成果
1. トヨタ規格の改廃による規格表の整備
2. 材料保管整備の問題
3. 資材検査のネックの排除
4. 規格に適合した設計
5. 特殊鋼の合理的使用及び購買並びに保管等
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一
年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車
再建案』, 4 ページから作成した｡
の行動 (表 10) をとるとともに, ｢危機突破交
渉 (企業合理化委員会)｣ に ｢協力工場対策分
科会｣ を設け表 11 の対策を立てた｡
 工具節減対策
組合は, 1949 年上半期の機械, 器具, 工具
類の購入額と消費額を調査した｡ その結果, 購
買額の合計は 1,663 万円であり, 消費額の合計
は 787 万円であった｡
組合は, 工具に対しても節減を積極的に推し
進めるべきであると考え, 11 月 11 日以降,
｢危機突破交渉 (企業合理化委員会)｣ に ｢工具
節減対策分科会｣ を設け, その具体策の決定・
実施に向けた討議を重ね工具節減の推進を図っ
た｡ その工具節減の概要は, 表 12 のとおりで
ある｡
 予算統制対策
組合は, ｢金づまりが激化し賃金遅配が慢性
化するに及んで当然の事として起こって来たの
が会社資金対策の不備にあり予算統制確立の問
題である｣39 とし, 賃金遅配の原因を予算統制
にあると判断した｡
組合は年 8月 2日以降, 指令第 2号によって
予算統制上の問題点を究明し, 各職場における
対策を検討・実施し, 担当部門の課長・係長層
との対策についてのブロック会議を開催 (第 1
回は 8月 26 日, 第 2 回は 9月 13 日) するなど
し, 予算統制に対する従来の欠陥を調査し問題
点を究明し対策を立てた｡ そして, それらを
1950 年 1 月 31 日に要求書としてトヨタに提出
した｡ その要求書の概要は表 13 のとおりであ
る｡
この要求書に対して 2月 5日, トヨタは ｢早
期実行｣ を回答した｡
 民生福利部門節減対策
福利厚生部門の節減対策についてトヨタ, 組
合, 生活協同組合の三者で審議し節減目標を
2,093 万円とし, その実施方法を表 14 のよう
に決定した｡
 販売対策
トヨタの経営危機の原因が, 作った自動車が
売れないこと, また売っても金がすぐに入って
ことないことであった｡ そこで組合は, 早急に
販売対策の強化・改善の必要があると判断し,
｢内外資料の蒐集と情勢の分析及び問題点の
究明を行い日を重ねて販売対策を立案作成し
た｣40 のであった｡ その販売対策の概要は表 15
のとおりである｡
また組合は, 販売対策の影響を拡大するため
に, 組合と販売部職制との懇談会の開催 (9 月
17 日), 同第 2 回 (9 月 20 日), 販売及び製造
部門担当者と販売対策についてのブロック会議
を開催 (第 1 回目は 9 月 27 日, 第 2 回目は 9
月 29 日, 第 3 回目は 10 月 1 日), ｢東京外 9府
県販売店への販売状況調, 対策実施の趣旨徹底
1950 年のトヨタ危機に対する労働組合の再建案
中京経営研究 第19巻 第1号 67
表 12 工具節減対策の概要
1. 節減目標額の設定
 購買管理による節減目標額の決定
 技術並びに作業方法の改善等による節減目標額の決定
2. 節減対策とその実施要領
 購買方法の改善策
 死蔵工具類の手直し, 工夫改善による二次活用
 管理強化による工具の合理的使用の指示及び教育
 集約研磨の実施
 被切削材料不良低減による工具破損率の減少
 その他
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力
の結晶であるトヨタ自動車再建案』, 6 ページから作
成した｡
及び協力要請のための役員を派遣｣41 (11 月 15
日から 11 月 27 日) などの取り組みを行なって
いる｡
さらに 11 月 4 日以降, ｢危機突破交渉 (企業
合理化委員会)｣ に ｢販売対策分科会｣ を設け,
組合の対策案を中心に議論し実施に移した｡
 設計変更対策
自動車製造はその性質上, 品質の改善と向上
が必要であり, そのため絶えず設計変更が行な
われるが, そのことによって損失と無駄が生じ
ている｡ 組合が調査した設計変更によって生じ
る損害の一例は, 表 16 のとおりである｡
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表 13 予算統制に関する要求書の概要
1. 権威ある資金予算の作成
 販売計算, 生産計量の集約点として両計量以上に権威ある実行予算たらしめること｡
 全職制の責任者は言うまでもなく全従業員迄周知徹底し完全な履行を責任づけること｡
 徒らな消極策でなく各業務を積極的に推進せしめる予算であること｡ 従来の資金予算は後始末の予算であ
り一経理の問題として主として考えられ, 従って経理, 購買等支払に直接関係ある担当従業員以外はほと
んど知らない｡
 資金は予算 4半期予算と月予算とし, 4 半期予算は各期, 前月予算は前月末迄作成する｡
 予算編成の為め最高経営責任者が主宰し各部を網羅した権威ある期間を設ける｡
 予算は作成後直ちに労働組合へ通知する｡
2. 収入予算
積極的なしかも適切な車輛, 部品, 収入と共に手形代り金の把握｡
1 月度資金予算の全面的崩壊の主因は S, B の順調な出荷がなかった事等と経理の連携が不充分であった事
による収入予算の齟齬にある｡
3. 支出予算
 賃金支払は定期日に支払うこと｡
 協力工場への支払を重点におくこと｡
 買戻しの適確な把握｡
4. 予算の実行
 各部門は資金予算実行について各部門の実行計画を打ち立て確実に履行する｡
 予算編成期間は少なくとも旬毎に予算実行の経過を検討する｡
 実行不充分な部門は確実な履行を督促する｡
 重大な支障により予算の修正を要するときは速やかに修正すが, 予算総額は堅持する方針をとる｡
 毎月の予算実績を翌月 10 日までに明らかにし, その責任の所在を明確にする｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』, 6 ページと 7
ページから旧字体による表現を修正し作成した｡
表 14 各部門の節減実施方法と節減金額
実 施 方 法 節減金額
病院 運営の合理化により赤字を皆無とする｡ 26 万円
給食 三食者 700 円を 1,000 円に各食者 200 円を 300 円に｡ 103 万円
福利 鍛冶及び製紙工場廃止, その他の部門を生活協同組合へ移管｡ 37 万円
社宅アパート 社宅 4割, アパート 3割値上げ｡ 78 万円
入浴料 利用者全員で 10 万円負担｡ 10 万円
図書館 閲覧料値上げ｡ 2 万円
嘱託 6名整理｡ 6 万円
健康保険 組合専従者職員の賃金組合負担, 病気見舞金の組合負担｡ 31 万円
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』,
8 ページから作成した｡
(注) ｢画食者｣ は誤植と判断し ｢各食者｣ とした｡
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表 15 販売対策の概要
1. 各車種々の基礎生産台数に対する検討
2. 市場調査対策
 車輛稼働状況調査方策
 販売店セールスマンの教育指導方策
 プロスペクトカード (見込購買客名簿), オーナーカード (得意先名簿) 等の資料整備対策
3. 車輛販売対策
 老朽車の新車切換へ対策
 他車との競争対策
 下取車の処理対策
 販売報奨制度の方策
 販売条件の改善策
 自動車用燃料確保に対する方策
4. 部品販売対策
 標準在庫制度の採用
 マンスリーオーダー (毎月 1回にまとめて注文をきる) 制度の実施
 部品の長期補充計画の樹立
 部品単価の再検討
 発送期日, 商品性向上対策
5. 輸出対策
 中日貿易促進会議, アジア貿易促進会議への加入
 品質及びコストの対策
 引合い及び宣伝対策
6. 金融対策
 月賦金融資金の確保
 月賦販売実施方法の再検討及資料整備
 売掛金の回収方法
 販売店の増資及び日銀斡旋の月賦融資を含む借入れに対する指導及援助
7. 販売店対策
8. 販売部及組織機構の問題
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』,
9 ページと 10 ページから作成した｡
表 16 設計変更による損害
設計変更のためデットストックとなったBM型トラックシャシー用外注部品 約 215 万円
同上 SB型トラックシャシー用外注部品 約 180 万円
同上 ボルト類 約 400 万円
設計変更のため完成又は未完成のまま捨てられた SA型乗用車用プレス型廃品 約 700 万円
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』,
11 ページから作成した｡
表 17 設計変更対策の基本
1. 現場作業部門の設計変更対策
2. 設計変更実施計画部門の対策
3. 会社総合計画上よりする設計変更の対策
4. その他設計変更等に対する特殊性より起るネックの排除対策
(出所) 表 15 に同じ｡
さらに組合は, 表 16 の数字の他に設計変更
に伴う損害は更に莫大であるが推測されるとし
ている｡
組合は, 8 月 30 日と 8 月 31 日に組合と各担
当部署関係者の問題点の究明と対策に関するブ
ロック会議を開催し, 9 月 21 日には 10 月・11
月設計変更に対する担当部門関係者とのブロッ
ク会議を開催するなど, 関係部門の担当者と会
議を設けた｡
そこでは, 設計変更に伴う問題点が分析され,
表 17 を基本とする ｢設計変更対策｣ を立て,
これを要求書として 9 月 28 日にトヨタに提出
した (トヨタは 10 月 5 日に ｢早急に改善する｣
旨の回答をした)｡
また組合は, この対策を日常闘争として実行
するために, 要求書を関係職場の全組合に流し
ている｡
4. 危機突破運動の成果と結論
組合の危機突破運動は, 材料や工具の節減な
どにとどまらず, 販売対策や設計変更にまで及
ぶ多面的な合理化の提案を行い, 同時に合理化
を実行してきた42｡ 組合はそれぞれの対策を 10
月中に取りまとめ 11 月上旬からトヨタと交渉
を行なっている｡ 危機突破運動に入ったのが 8
月であるから, 組合は合理化に向けた対策を精
力的に行なったと考えられよう｡
組合はこうした危機突破運動の全体的な総括
として, 1949 年の自動車生産実績にみられた
ように ｢企業を守り更に自分達の完全雇用を守
り抜くという決意に基く, 熱意により, 着々と
その成果を上げて行った｣43 と述べている44｡
また, 危機突破対策を決めた 7 月 21 日の総
会以降, 自動車生産は上昇し, 9 月には小型自
動車の生産目標 350 台を突破し, 12 月には 10
月 13 日の組合の総会で決定した小型車生産
500 台45も突破したのであった46｡
さらに, 10 月, 11 月の型式変更においては,
組合の立てた設計変更対策に基づいて ｢極めて
順調に運ばれた｣47 と総括している｡
こうした成果を上げた危機突破運動の結論で
あるが, それは 1949 年 12 月 24 日にトヨタと
組合の間で締結された ｢覚書｣ である｡ 組合は,
次のように述べている｡
｢組合のブロック会議で出した対策は 12 月
15 日の企業合理化委員会に於て人件費以外の
合理化の結論を出し, 12 月 24 日の経営協議会
に於て人件費を含む, 全面的結論を確認｣48 し,
同日 ｢覚書を締結するに至った｣49｡
そしてこの組合にとってこの ｢覚書｣ の意義
は, 次の点にあった｡
覚書にも ｢明らかな様に組合は耐え難きを耐
えて敢えて賃金一割引を承認する代り会社組合
間で決定した合理化案を会社が完全に実行する
と更に組合の危機突破闘争の最大眼目である完
全雇用及賃金所定日支払をこの覚書により確認
させたのである｣50｡ つまり, 組合は合理化案を
認めるかわりに, トヨタがそれを完全に実施す
ることによって, 完全雇用と賃金の所定日支払
を約束させたのであった｡
ここで明らかなことは, この 1949 年 12 月
24 日の ｢覚書｣ は, トヨタの 『社史』 が述べ
るようにトヨタが迎えた 12 月末の財政危機の
中で ｢全従業員も会社が直面している一大危機
を認識し, 12 月 23 日の経営協議会において,
組合は会社と｣51 覚書を ｢締結して, 賃金の 1
割引下げを受け入れることになった｣52, ｢10 月
のいすゞ自動車, 日産自動車の人員整理も刺激
となって, 12 月 23 日には, 会社と組合との間
に人員整理を決して行なわないという覚書が結
ばれた｣53 など, 単なるトヨタの経営環境だけ
から締結されたのではないことである｡
覚書は, 完全雇用と賃金の支払日支払を目指
して 1949 年 8 月から展開されてきた, 組合の
危機突破闘争の到達点として締結されたもので
あったということである｡ そして, この点に
『社史』 にも 『組合史』 にも記載されていない,
｢覚書｣ 締結に関する一つの事実を確認するこ
とができる｡
Ⅲ. 組合の再建案
1. トヨタの会社再建案に対する組合の評価
トヨタと組合が締結した 1949 年 12 月 24 日
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の覚書は, 結局, トヨタによって守られること
はなく, 1950 年 4 月 22 日の第 8 回団体交渉に
おいて, トヨタは生産台数の縮小と 1,600 人の
整理解雇をはじめとする会社再建案を発表した
のであった｡ これに対して, 組合は独自の会社
再建案を対峙していくのであるが, 組合の再建
案をみる前に, トヨタの会社再建案に対する組
合の評価をみることにしたい｡
組合のトヨタの会社再建案に対する評価は,
｢重点である月賦資金を中心とする販売対策｣54
がぬけており, ｢再建案の根本は一方的なわれ
われの犠牲｣55 にあると述べている｡ トヨタの
会社再建案は, 労働者・関連工場の犠牲によっ
て再建しようとする, という評価である｡
トヨタの会社再建案は, 全労働者約 7,900 名
に対して 20.3％に当たる 1,600 名を解雇し, 芝
浦工場と浦田工場の閉鎖で約 400名の解雇をし,
｢残留者｣ には 1 割の賃下げを行うのである｡
組合は, この再建案によって労働者は ｢猛烈な
労働強化に追い込まれることが予想される｣56
し, トヨタは会社再建案を ｢機会に便乗し苛酷
な高能率本位の労働強化を企てている｣57 とみ
ている｡
組合によればトヨタの会社再建案は, こうし
た根本的な問題をもったものであるが, ではト
ヨタの会社再建案で再建の見通しはあるのであ
ろうか｡
組合は ｢会社再建案は真に再建案となる
か｣58 として, トヨタの会社再建案を評価して
いるが, 結論は, トヨタの ｢会社再建案で再建
は不可能である｣59 ということであった｡ 組合
は, その理由として, 次のような点を挙げてい
る｡
① トヨタは会社再建案の中に記載されていな
いが, 販売対策として月賦期間を BM 型 6
か月, SB 型 3 か月と変更することを考えて
いたようであった｡ すでに月賦期間は BM
型 7 か月以上, SB 型 4 か月以上の販売条件
のものが 30％を超えていた｡ そのような中
で, 頭金の条件も厳しくすれば, 他の車種で
ある BM型, SB 型 250 も売れなくなってし
まいし, 経営を圧迫していく｡
さらに, 販売条件を現在より厳しくした場
合, トヨタの販売の地盤が崩れてしまう｡ つ
まり, 販売条件の変更によって, 顧客はトヨ
タから自動車が欲しいと思っても, 他社の自
動車や外車を購入してしまう｡
② 販売店は, トヨタが生産台数を縮小するこ
とによって販売台数の減少となる｡ そのこと
によって経営が非常に困難となり, 積極的な
販売活動ができなくなるか, トヨタに対して
マージンを多くすることを要求してくる｡
③ トヨタの生産台数の縮小によって, 協力工
場での製品そのものが減少し, 単価の引下げ
も行われ, 危機に追い込まれる｡
④ トヨタが製造する自動車において固定費が
約 50％占めている｡ 生産台数を縮小すれば,
コストを切り下げる余地は非常に困難となっ
てしまう｡ このようになると, 販売店へのマー
ジンを増やしたりすることもできず, 外車と
の競争において価格の値下げをしようとして
も, それは不可能である｡
⑤ これらのことから, トヨタの自動車はます
ます売れなくなり, トヨタはさらに生産を縮
小することになる｡ そのため, また次の賃金
切り下げや人員整理 (解雇) をすることにな
る｡
⑥ 日産は 1,800 名の解雇を行ったが, 賃金の
遅配を解消されず, 製造単価を下がらず, 生
産は下がったままであり, 再度, 解雇を行わ
なければならないという話もある｡ ｢大量生
産を必要とするトヨタで生産を下げ首切りに
よって再建は不可能である｣60｡ 人員整理をし
た日産が自動車の値上げをしたことが, これ
を裏付けている｡
2. 組合の会社再建案
1950 年 4 月 26 日61, 組合はトヨタに対して
会社再建を提示した｡ 組合がトヨタに提示した
会社再建案は, 表 18 のとおりである｡
トヨタの会社再建案は, 需要の縮小を前提と
して過剰生産を防ぐために過剰生産能力の削減
をし, そのことによって経営の安定を図り株の
増資によって再建しようとしていた｡
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これに対して, 組合の会社再建案は自動車の
需要は縮小していないと判断し, 販売条件を有
利にして自動車販売を拡大し, 再建しようとい
うものである｡ 組合の会社再建案は, 大量生産
を前提としており, そのため人員整理や賃金引
下げはない｡
また, 組合は会社再建案の実現性を明らかに
するため, 独自に普通型貨車, 小型貨車, 乗用
車の販売可能台数を計算している｡ それによる
と, 1 か月にトヨタが販売可能な台数は, 普通
型貨車 750 台, 小型貨車 300 台である｡ しかし
ながら, 乗用車については, ｢需要は圧倒的で
ある｣62 とし, 具体的な台数は明らかにされて
いない｡
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表 18 組合の会社再建案
1. 立案の根本方針
 3 で明らかな如く相当ある需要に応じられるようにして, トヨタの市場を確保して更に開拓しなければな
らない｡
 これには販売条件 (月賦期間頭金価格) を顧客に有利にしてやる｡
 近い将来外国車に対抗し得る価格引下げと品質向上にそなえること｡
 したがって価格引下げには流れ作業であり, 固定費が 50％も占める以上と共に大量生産を前提とした｡
 人員整理賃下げを前提としない, 従って当面 1, 2 ヵ月の一時しのぎのコウヤク張りの再建策でなく, ま
た与えられた会社の枠内のみで片づけようとするものでなく, しかも現実から離れず実現可能な策である｡
2. 再建骨子
 生産台数 根本方針のの外車に対抗するには可能な近い時期に, これと充分対抗ができるような値段
まで, 価格引下げを行う必要がある, このためには BM800 台, SB500 台 SD100 台, 部品 100 台, 合計
1,500 台分の生産を必要とする｡ これは不可能ではないが, 現段階では日本銀行の動向デフレ政策による
業界の不振から制限されざるをえない, 従って今直ちに実行に移し得ないが, この方向に進む必要はある,
かくてこの需要を可能なる資金調達面より次の如く決定する｡
BM700, FK30, SB300, SD100 (SDWを含む), 部品 2,000 万円
 以上から人員整理, 賃下げ, 給与制度, 生協, 病院, 保健の分離は行わず従来通りで, 黒字は 754 万円と
なる｡ その他の必要は会社の算出基礎と同じで台数の増加分だけ見込んである｡
 販売条件
 小売価格対象 (BM約 50 万, SB 約 35 万)
 BM頭金平均約 3割, 8 ヵ月月賦 (最高), SB 頭金平均 3割, 3 ヵ月月賦 (最高)
 月賦資金所要額
 月賦の対象となる台数は BM730 台中輸出 50, 直納 50, 現金売 130 とし, 残 500 台を対象にする｡
SB300 台中直納および現金売 100 とし残 200 台を対象にする｡
 上述対象による月賦資金は BM頭金平均 3 割, 8 ヵ月月賦・SB 頭金平均 3 割, 3 ヵ月月賦, 72,000 万
円｡
 現在 8億円は了解されているが故, 資金は問題ではない｡ 従って, 100 台の月賦期間 8ヵ月を銀行に了
解を得るか得ないかにかかる｡ これにはわれわれとしても弾力な外部への闘争が必要となる｡ 現に手を
打ちつつある｡
 その他の再建案は昨年来の危機突破対策と同じであり何等変更される必要もない｡
需要は絶対にある｡
3. 普通型貨車 (1 ヵ月 750 台は販売可能)
(略)
4. 小型貨車 (300 台販売可能)
(略)
5.乗用車
(略)
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』, 19 ページと
21 ページから作成した｡
例えば, 普通型貨車の 1 か月販売可能台数
750 台は, 次のように計算されている｡
〈前提条件〉
①全国保有台数：140,297 台 (トラック
123,790 台, バス 16,507 台)
②中車令 6 年以上の車：81,057 台 (トラッ
ク 71,508 台, バス 9,549 台), 全国保有台
数の 58％
③使用年数を 7.5 年とみると, 保有台数の約
13％は新車に替えられる｡
④全国販売台数に占めるトヨタの割合は 46
％｡
⑤輸出台数を年間 600 台とすると, 月 50 台｡
〈1 年間の新車必要台数〉
①と③から
140,297 台×13％＝18,238 台……⑥
〈1か月のトヨタの国内販売可能台数〉
④と⑥から
18,238 台×46％÷12＝699 台……⑦
〈1か月のトヨタの生産台数〉
⑤と⑦から
699 台＋50 台＝749 台
会社再建案にある自動車生産台数はトヨタが
940 台, 組合が 1,130 台である｡ 1949 年 12 月
の生産台数が 1,050 台であるから, それぞれの
会社再建案によると, トヨタは 110 台の減産,
組合は 80 台の増産となっている｡
トヨタの会社再建案は, こうした減産によっ
て毎月発生する 2,820 万円赤字を 595 万円の黒
字とするために, 材料費の引下げと経費節減を
行い, さらに 1,600 名の人員整理と 1割の賃金
削減し, 福利厚生部門の分離であった｡
組合の会社再建案は, 自動車の増産と販売拡
大であるから, 人員や賃金, 福利厚生部門は現
状の維持となっている｡
組合は 『会社再建案』 の中で, 団体交渉での
トヨタと組合の主張を整理している63｡ それに
よると, トヨタは ｢経済事情が悪化している現
在 6ヵ月の月賦販売期間では非常に困難である
が昨年の販売実績まで努力する｣64 としている
のに対し, 組合は ｢需要は旺盛であり, 顧客の
買い易いように一部を 8ヵ月月賦にすれば組合
案の台数は容易である｣65 となっている｡
また, トヨタは経済事情から自動車販売の拡
大は困難と判断し, 普通車 (トラック, バス)
の販売台数を ｢これだけでも努力を要する｣66
として 620 台としているのに対し, 組合は 730
台を主張している｡
輸出の自動車台数においても, トヨタが輸出
は採算があわないとして 20 台まで減らすとし
ているのに対して, 組合は 6か月間の輸出の平
均自動車台数が月 60台あり, 若干の損失があっ
たとしても, 将来の市場を考え輸出を行なうべ
きであるとしている (組合の会社再建案では
BM型トラック 50 台を輸出としている)｡
さらに, 組合は自動車販売を拡大するため,
月賦期間を 8か月に延長するように主張してい
るが, トヨタは銀行からの信用がない中で, 銀
行に対して月賦期間の延長を求めるのは無理と
判断し月賦期間の延長を拒否し, 月賦期間を 6
か月としている｡
1950 年のトヨタ危機に対する労働組合の再建案
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表 19 再建案予想損益計画
(単位：円)
収 入 支 出 損 益
車両 (1,130 台) 377,266,000.00 材料費総額 253,375,172.20 損益 6,067,106.20
部品 20,000,000.00 人件費 81,584,403.60 雑損 △1,438,694.79
経費 51,239,318.00 雑益 2,912,837.65
計 397,266,000.00 計 391,198,893.80 差引損益 7,541,249.06
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』, 19 ペー
ジから作成した｡
このようにトヨタと組合の大きな争点の一つ
が, 市場の評価と生産規模であった｡
しかしながら, トヨタと組合の根本的な相違
は, トヨタの再建を資金面だけの改善にとどま
らず総体的に進めていくのか, それとも資金面
の改善を短期的に行うのか, という点にある｡
組合の会社再建案は, 後者のように自動車の増
産によって短期的に資金面での改善を図ること
が中心である67｡
トヨタの会社再建案を注意してみると, 残留
者に対する ｢給与制度の改革｣ と ｢強力な配置
転換および職制の刷新を行なう｣ とある｡ つま
りトヨタは, 資金不足を解消するために賃下げ
などを行うというレベルにとどまらず ｢『給与
制度の改革』 や 『強力な配置転換』 『職制の刷
新』 といった長期的な影響を及ぼす制度改革や
その運用にかかわる事項｣68 を含ませていたの
であった｡
おわりに
1950 年 6 月 9 日, 組合はトヨタとの団体交
渉においてトヨタの会社再建案を受入れ, 6 月
10 日, トヨタと組合の間で覚書が締結され, 2
か月に及ぶ大争議は終結した｡
覚書に基づきトヨタの会社再建案は実施され,
退職者は 2,146 名となり, 残留者は 5,994 人に
なった｡ 芝浦工場と浦田工場は閉鎖され, 生活
協同組合をはじめとする福利部門も独立させら
れた｡ 残留者に対する賃金も 1割引下げられた｡
また, トヨタは ｢昇進, 降職, 免職などによ
り, 職制を刷新｣69 し, 7 月 1 日に新しい職制
案を発表した｡ ｢それは, 経営能率の向上をは
かるために, 前年 8 月には 29 あった部, 工場
の数をいっきょに 18 に削減して組織を簡素化
するとともに, 従来の経営調査室を拡大強化し
て, 取締役豊田英二がその主査となって経営体
制の建て直しをはかり, また, 製造部門は一括
して取締役斎藤一が製造長として合理化の推
進にあたろうとした｣70 のであった｡
そして, 経営の刷新を進めるために, 7 月に
取締役豊田英二を委員長にした経営委員会が設
けられた｡
さらに, 10 月に年齢別初任給を設け基本給
は能力給とし, 生産手当制度を大幅に拡充する
などの賃金制度を変更した71｡
特に 10 月の生産手当の変更は, その後のト
ヨタの賃金管理に引き継がれていったものであ
り, 大きな転換点であった｡
いずれにせよ, ｢会社再建のためには, 新た
な決意をもって, 全ての社内業務の合理化を推
進する｣72 ことを決意したトヨタは, 1950 年以
降, 特に組合対策を強化し, 徹底した労務管理
を展開し, ｢社内業務の合理化を推進｣ してい
くことになるのであった｡
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